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ガイド内が描画可能領域

説明内容

１ 条例改正等の主な内容

1-1 国土交通省からの通知

1-2 災害時等における給水装置の工事業者の確保

1-3 給水装置について

1-4 災害時等における給水装置工事施行体制の補完

２ 運用について

2-1 運用フロー

2-2 適用時の周知・広報

３ 条例新旧対照表
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１ 条例改正等の主な内容

ガイド内が描画可能領域

1-1 国土交通省からの通知

3

断水

漏 水

配水管復旧

配水管の復旧後も、宅内断水は長期化

宅内配管の業者が確保できず
修繕工事の順番待ちが発生

〇宅内配管の早期復旧に対応する業者を確保するため
国土交通省が全国の水道事業者に条例改正の検討を
求める通知を発出

令和６年能登半島地震



１ 条例改正等の主な内容

ガイド内が描画可能領域

国土交通省の通知を踏まえ、いち早く宅内配管の復旧が可能となる環境を
構築することで市民の皆さま宅における長期断水を防ぐことを目的とする。

川崎市水道条例（第４条第１項）

1-2 災害時等における給水装置の工事業者の確保

現 行

給水装置工事は
本市水道事業者が指定した
工事業者だけが施行可能

改正案

他の水道事業者が指定した
工事業者も施行可能

〇改正内容
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１ 条例改正等の主な内容

ガイド内が描画可能領域

1-3 給水装置について

〇給水装置とは
需要者に水を供給するために水道事業者の施設した配水管から分岐して設けられた
給水管及びこれに直結する給水用具をいう。（水道法第３条第９項）

〇給水装置工事の施行者
給水装置の新設、改造、修繕及び撤去の工事は、管理者による施行が必要な場合を
除き、管理者が水道法第１６条の２第１項の指定をした者が施行する。
（水道条例第４条第１項）
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〇断水解消までのイメージ

イ 条例改正後

１ 条例改正等の主な内容

宅
内
断
水
解
消修繕工事施行

業者数が確保できず
宅内配管の断水が長期化

本市指定業者

受注可

×業者自身が被災
×宅内配管被害の規模が甚大
×様々な工事需要が集中

断水復旧に要する期間

本市指定業者：本市水道事業者が指定した工事業者

1-4 災害時等における給水装置工事施行体制の補完

断水期間の
短縮

断水復旧に要する期間

長期断水防止

ア 現行

宅

内

断

水

解

消

業者数の確保により
宅内配管の復旧を

加速化

本市以外の指定業者

受注可

受注可

本市以外の指定業者：他の水道事業者が指定した工事業者

修繕工事施行

修繕工事施行

修繕工事施行

本市指定業者

受注可

×業者自身が被災
×宅内配管被害の規模が甚大
×様々な工事需要が集中
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ガイド内が描画可能領域

２ 運用について

2-1 運用フロー

2-2 適用時の周知・広報

〇適用の周知・広報に関する情報発信

・お客さまセンターでの案内（対応可能な本市及び本市以外の指定業者）
・避難所等での情報提供
・局ウェブサイト、ＳＮＳ、かわさき上下水道アプリの活用
・報道機関への投げ込み
・本市以外の水道事業者あてに指定業者への周知を依頼
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周知・広報
・適用開始の情報発信

・他自治体への周知

・対応可能業者リストの公開
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情報収集（終期の判断）

収
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確
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・指定業者の
修繕工事対応状況

・指定業者の被災状況

・お客さまセンターへの
問い合わせ状況

・指定業者の修繕工事対応状況

・指定業者の被災状況

・お客さまセンターへの問い合わせ状況

・本市及び本市以外の指定業者の
修繕工事の対応可否状況（リスト作成）

情報収集（始期の判断）配
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ガイド内が描画可能領域

改正後 改正前

○川崎市水道条例
昭和３３年７月１５日条例第１８号

（工事の施行及び費用負担）
第４条 給水装置の新設、改造、修繕及び撤去の工事は、管理者による
施行が必要な場合を除き、管理者が水道法（昭和32年法律第177号。
以下「法」という。）第１６条の２第１項の指定をした者（以下「指
定給水装置工事事業者」という。）が施行する。ただし、水道法施行
規則（昭和32年厚生省令第45号）第13条の給水装置の軽微な変更（以
下「軽微な変更」という。）であるとき、又は災害その他非常の場合
において、法第３条第５項に規定する水道事業者（本市を
除く。）若しくは当該水道事業者が法第16条の２第１項の
指定をした者が給水装置の工事（管理者が別に定めるものに限る。）
を施行する必要があると管理者が認めるときは、この限りでない。

２，３ 略

○川崎市水道条例
昭和３３年７月１５日条例第１８号

（工事の施行及び費用負担）
第４条 給水装置の新設、改造、修繕及び撤去の工事は、管理者による
施行が必要な場合を除き、管理者が水道法（昭和32年法律第177号。
以下「法」という。）第１６条の２第１項の指定をした者（以下「指
定給水装置工事事業者」という。）が施行する。ただし、水道法施行
規則（昭和32年厚生省令第45号）第13条の給水装置の軽微な変更（以
下「軽微な変更」という。）については、この限りでない。

２，３ 略

３ 条例新旧対照表

川崎市水道条例の一部を改正する条例新旧対照表
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